
日本とドイツにおける固定価格買取制度の
賦課金について

平成2６年２月２８日
資源エネルギー庁
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 ２００９年以降上昇幅が大きくなっているが、その背景としては、①買取価格の高い太陽光発電の導入
拡大、②大規模需要家を対象とした費用負担免除によるその他需要家の賦課金の増加、③再生可能エネ
ルギー発電の増加に伴う卸電力市場価格の低下等が指摘されている。特に２００９年から２０１０年は
約75%、２０１０年から２０１１年は約30％、２０１２年から２０１３年は約20％に増加している。

 賦課金の中でも太陽光発電の占める割合が年々増加傾向にあり、２０１１年には賦課金全体の約５０％
に達している。特に、２００４年から２００５年は、太陽光発電の買取価格が高く設定されたこともあ
り、約１１％増加している。

ドイツの固定価格買取制度に基づく賦課金総額の推移
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【出典】独エネルギー・水管理事業者協会（BDEW）, "Erneuerbare Energien und das EEG: Zahlen, Fakten, Grafiken (2013)"

（1ユーロ＝130円で計算。）
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賦課金総額（単年）の推移
【億円】

（注）ただし、１２年、１３年データについては予測値
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ドイツにおける太陽光の買取価格

 2000年に固定価格買取制度を開始して以降、太陽光発電の買取価格は、2004に当時実施していた低利
子融資制度の中止及びFITへの支援制度の一本化の観点から、相当程度高い価格に引き上げ。

その後、太陽光発電の買取価格は、市場拡大・コスト低下を反映し、継続して引き下げを実施。

 2009年に前年の新規設備導入量に応じて買取価格を毎年調整する仕組みを設けた後、買取価格の調整の
頻度を、2010年に半年ごと、201２年に月ごとに変更。
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円/kWh 太陽光発電設備の買取価格（税抜）

出典：連邦環境・自然保護・原子炉安全省資料より資源エネルギー庁作成
※一般消費者向けが大宗となる我が国の10kWの太陽光の区分については、内税方式で表示。

設備稼動開始年月

※2012年4月以降、10MW超の設備は対象外

（1ユーロ＝130円で計算。）
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日本の制度開始時
の水準



日本における賦課金単価に対応する国民負担額

 平成２４年度の賦課金総額は１，９７１億円、平成２５年度は３，５８６億円。

 平成２４年度の賦課金単価は、０．２９円/ｋWｈ（標準家庭で８７円/月）。平成２５年
度で０．４０円/ｋWh（標準家庭で１２０円/月）。
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平成２４年度 平成２５年度

【固定価格買取制度負担分 ：＜当該年度分＞】

買取総額 ２５００億円 ４８００億円

回避可能費用 １２００億円 １６７０億円

賦課金により回収すべき額 １３００億円 ３１３０億円

賦課金単価 ０．２２円／kWh ０．３５円／kWh

【住宅用余剰買取制度負担分：＜前年度分（注）＞】

買取総額 ９６５億円 ６３７億円

回避可能費用 ２９４億円 １８１億円

賦課金により回収すべき額 ６７１億円 ４５６億円

賦課金単価（全国平均） ０．０７円／kWh ０．０５円／kWh

【合計】

総買取費用 ３４６５億円 ５４３７億円

総回避可能費用 １４９４億円 １８５１億円

賦課金総額 １９７１億円 ３５８６億円

合計単価 ０．２９円／kWh
（８７円／月）

０．４０円／kWh
（１２０円／月）

（注１） 旧制度の余剰電力買取制度（平成24年6月まで）は、前年の買取費用を翌年度回収する仕組みを採用。
（注２） （）は、電気の使用量が３００ｋWh/月の場合における賦課額。


